
　
税
理
士
法
は
昭

和
�
年
に
制
定
さ

れ
、
今
日
ま
で
�

年
余
り
を
経
て
い

る
が
、
こ
の
間
の

社
会
経
済
情
勢
の

変
化
と
と
も
に
、

数
次
の
改
正
が
行

わ
れ
て
き
た
。
昭
和
�
年
及

び
昭
和
�
年
に
、
制
度
の
一

部
改
正
が
行
わ
れ
た
後
、
昭

和
�
年
に
は
税
理
士
の
社
会

的
責
任
の
明
確
化
を
図
る
と

い
う
観
点
に
た
っ
て
、
税
理

士
法
全
般
に
わ
た
る
改
正
が

行
わ
れ
た
。

　
さ
ら
に
、
昭
和
�
年
の
改

正
か
ら
�
年
余
り
経
過
し
た

平
成
�
年
に
は
、
経
済
取
引

の
急
速
な
国
際
化
、電
子
化
、

情
報
化
の
進
展
に
伴
い
、
税

理
士
に
対
す
る
納
税
者
等
の

要
請
も
複
雑
化
、
多
様
化
し

て
き
た
こ
と
及
び
社
会
全
体

に
お
け
る
規
制
緩
和
へ
の
要

請
を
踏
ま
え
つ
つ
、
納
税
者

利
便
の
向
上
に
資
す
る
信
頼

さ
れ
る
税
理
士
制
度
の
確
立

を
目
指
す
観
点
か
ら
、
税
理

士
法
全
般
に
わ
た
る
大
幅
な

改
正
が
行
わ
れ
た
。

　
こ
の
平
成
�
年
の
税
理
士

法
改
正
に
お
い
て
は
、
税
理

士
法
人
制
度
の
創
設
、
受
験

者
資
格
の
緩
和
な
ど
税
理
士

試
験
制
度
の
見
直
し
、
税
務

訴
訟
に
お
い
て
税
理
士
が
補

佐
人
と
な
る
制
度
の
創
設
、

計
算
事
項
等
を
記
載
し
た
書

面
添
付
に
係
る
意
見
聴
取
制

度
の
拡
充
等
が
行
わ
れ
た
。

　
そ
し
て
�
年
余
り
を
経

て
、
更
に
進
ん
だ
Ｉ
Ｔ
社
会

へ
の
変
革
と
経
済
社
会
の
多

様
化
、
複
雑
化
に
よ
り
、
公

共
的
使
命
を
担
う
税
理
士
の

業
務
に
つ
い
て
も
、
益
々
高

度
化
、
専
門
化
が
進
ん
で
き

て
お
り
、
国
民
・
納
税
者
の

利
便
性
の
向
上
や
税
理
士
制

度
の
信
頼
性
の
向
上
等
社
会

的
な
要
請
に
応
え
得
る
制
度

構
築
が
必
要
で
あ
る
と
し
て

日
本
税
理
士
会
連
合
会
は
各

税
理
士
会
及
び
税
政
連
と
協

力
し
て
今
回
の
税
理
士
法
改

正
に
至
っ
た
。

　
特
に
税
理
士
法
第
３
条
第

１
項
３
号
の
弁
護
士
、
４
号

の
公
認
会
計
士
の
税
理
士
資

格
の
自
動
付
与
に
対
す
る
税

理
士
制
度
の
あ
り
方
が
議
論

さ
れ
る
過
程
で
こ
れ
ま
で
の

改
正
時
に
は
な
か
っ
た
こ
と

が
あ
っ
た
。

　
そ
れ
は
公
認
会
計
士
協
会

と
２
通
の
確
認
書
が
手
交
さ

れ
た
こ
と
で
あ
る
。

　
そ
の
特
徴
的
な
点
は
次
の

と
お
り
で
あ
る
。

　
一
つ
の
確
認
書
に
は
日
本

税
理
士
会
連
合
会
、
日
本
公

認
会
計
士
協
会
両
会
の
会
長

及
び
両
会
の
政
治
連
盟
の
会

長
の
４
名
が
署
名
し
た
こ

と
。

　
も
う
１
通
の
確
認
書
に
は

両
会
の
議
員
連
盟
の
会
長
が

署
名
し
た
こ
と
。

　
こ
の
確
認
書
手
交
の
仲
介

は
伊
吹
衆
議
院
議
長
で
あ
っ

た
。

　
両
会
の
議
員
連
盟
の
会
長

が
出
席
し
た
会
談
に
、
両
会

の
政
治
連
盟
の
会
長
は
出
席

し
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会

の
森
会
長
と
日
本
税
理
士
連

合
会
池
田
会
長
は
欠
席
で
あ

っ
た
。

　
そ
れ
を
受
け
て
そ
の
後
の

協
議
は
両
会
の
政
治
連
盟
の

会
長
・
幹
事
長
で
行
わ
れ
両

会
の
意
見
が
平
行
線
を
辿
る

な
か
税
理
士
議
連
の
町
村
会

長
か
ら
妥
協
案
が
示
さ
れ

た
。

　
こ
の
案
に
対
し
会
計
士
議

連
の
衛
藤
会
長
か
ら
昭
和
�

年
の
改
正
時
に
廃
止
さ
れ
た

通
知
公
認
会
計
士
制
度
の
復

活
を
含
め
た
内
容
が
示
さ
れ

た
が
、
税
理
士
側
で
は
到
底

受
け
入
れ
ら
れ
る
も
の
で
は

な
く
政
治
的
決
着
を
町
村
会

長
に
求
め
た
こ
と
で
、
最
終

的
に
は
、
町
村
会
長
が
提
案

さ
れ
た
改
正
案
を
基
に
両
会

長
が
合
意
を
し
て
確
認
書
に

署
名
し
決
着
し
た
。

　
個
人
的
に
は
税
理
士
会
の

当
初
の
案
か
ら
相
当
に
後
退

し
た
も
の
で
あ
り
必
ず
し
も

十
分
な
改
正
案
と
は
言
え
な

い
と
思
料
す
る
。

　
し
か
し
相
手
の
意
見
も
相

当
強
固
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら

自
動
的
に
他
の
資
格
者
が
税

理
士
資
格
を
取
得
す
る
こ
と

に
一
定
の
条
件
を
付
け
た
こ

と
は
一
歩
前
進
と
言
え
る
。

　
こ
れ
ま
で
の
税
理
士
政
治

連
盟
の
日
頃
の
活
動
の
成
果

が
今
回
の
改
正
案
を
導
き
出

し
た
も
の
と
言
え
る
。

　
今
後
も
よ
り
よ
い
税
理
士

制
度
の
構
築
を
目
指
し
、
活

動
を
継
続
す
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

お詫び
　平成�年３月末に発行した「ポケットブック２０１３」８ページに

一部誤植がございましたので、訂正いたします。

　訂正後

所得税の税額表
（平成�年分適用分）

課税される所得金額（Ａ）
所得税額 復興特別所得税額

税率（Ｂ） 控除額（Ｃ） 税額（Ｄ）＝（Ａ）×（Ｂ）―（Ｃ） 税額（Ｅ）

１，０００円以上１９５万円以下 ５％ 一 （Ａ）×５％

所得税額（Ｄ）
（円未満切捨）
×２．１％

１９５万円超３３０万円以下 �％ ９７，５００円 （Ａ）×�％―９７，５００円

３３０万円超６９５万円以下 �％ ４２７，５００円 （Ａ）×�％―４２７，５００円

６９５万円超９００万円以下 �％ ６３６，０００円 （Ａ）×�％―６３６，０００円

９００万円超１，８００万円以下 �％ １，５３６，０００円 （Ａ）×�％―１，５３６，０００円

１，８００万円超 �％ ２，７９６，０００円 （Ａ）×�％―２，７９６，０００円

　訂正前

所得税の税額表
（平成�年分適用分）

課税される所得金額（Ａ）
所得税額 復興特別所得税額

税率（Ｂ） 控除額（Ｃ） 税額（Ｄ）＝（Ａ）×（Ｂ）一（Ｃ） 税額（Ｅ）

１，０００円以上１９５万円以下 ５％ 一 （Ａ）×５％

所得税額（Ｄ）
（千円未満切捨）
×２．１％

１９５万円超３３０万円以下 �％ ９７，５００円 （Ａ）×�％―９７，５００円

３３０万円超　６９５万円以下 �％ ４２７，５００円 （Ａ）×�％―４２７，５００円

６９５万円超９００万円以下 �％ ６３６，０００円 （Ａ）×�％―６３６，０００円

９００万円超１，８００万円以下 �％ １，５３６，０００円 （Ａ）×�％―１，５３６，０００円

１，８００万円超 �％ ２，７９６，０００円 （Ａ）×�％―２，７９６，０００円

　
本
連
盟
は
�
月
７
日
に
自
由

民
主
党
と
同
月
�
日
に
は
民
主

党
の
関
係
国
会
議
員
等
と
朝
食

懇
談
会
を
開
催
し
た
＝
写
真
上

が
自
民
、
下
が
民
主
。

　
�
単
位
税
政
連
の
会
長
・
幹

事
長
と
税
理
士
に
よ
る
後
援
会

の
会
長
・
幹
事
長
等
が
出
席
し

た
。

　
坂
田
政
策
委
員
長
が
、
本
連

盟
が
�
年
７
月
に
機
関
決
定
し

た
「
平
成
�
年
度
税
制
改
正
要

望
」
の
中
か
ら
重
点
要
望
項
目

と
し
て
挙
げ
て
い
る
土
地
建
物

等
の
譲
渡
損
失
の
損
益
通
算
及

び
繰
越
控
除
を
制
限
す
る
制
度

は
廃
止
す
る
こ
と
、
②
消
費
税

額
の
適
正
な
課
税
の
実
現
を
図

る
た
め
諸
規
定
を
見
直
す
こ
と

を
中
心
に
要
望
説
明
を
行
っ

た
。

　
両
党
と
の
朝
食
会
と
も
、
国

会
議
員
と
税
理
士
を
合
わ
せ
総

勢
１
５
０
人
を
超
え
る
出
席
と

な
っ
た
。
出
席
の
国
会
議
員
は

次
の
と
お
り
。
（
以
下
、
敬
称

略
・
順
不
同
。
本
人
出
席
は
太

字
）

　
安
全
保
障
に
関
わ
る
機
密
情

報
漏
え
い
を
防
ぐ
た
め
の
特
定

秘
密
保
護
法
が
成
立
し
た
。
機

密
情
報
を
漏
ら
し
た
公
務
員
等

へ
の
罰
則
を
強
化
す
る
こ
と

で
、
秘
密
保
護
の
体
制
を
強
化

す
る
。
国
会
審
議
や
与
野
党
協

議
で
、
国
民
の
「
知
る
権
利
」

に
悪
影
響
が
及
ば
な
い
よ
う

に
、
隠
す
必
要
の
な
い
情
報
ま

で
隠
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
を
防

ぐ
仕
組
み
な
ど
が
新
た
に
導
入

さ
れ
た
▼
特
定
秘
密
と
は
、
政

府
が
有
す
る
国
家
の
安
全
保
障

に
関
わ
る
情
報
の
う
ち
、
①
防

衛
②
外
交
③
ス
パ
イ
防
止
④
テ

ロ
対
策
に
関
す
る
４
分
野
の
中

か
ら
、
特
に
重
要
な
も
の
を
閣

僚
ら
が
指
定
し
、
漏
え
い
防
止

を
徹
底
す
る
も
の
で
あ
る
▼
日

本
は
「
ス
パ
イ
天
国
」
と
言
わ

れ
、
高
度
な
機
密
情
報
が
す
ぐ

に
漏
れ
る
こ
と
は
国
際
的
に
も

知
ら
れ
て
い
る
。
法
律
の
成
立

に
よ
っ
て
、
主
要
先
進
国
の
ご

く
通
常
の
秘
密
保
護
法
制
の
国

際
基
準
を
、
最
低
限
ク
リ
ア
し

た
こ
と
に
な
る
。
秘
密
保
護
が

し
っ
か
り
で
き
れ
ば
、
他
国
か

ら
有
益
な
情
報
が
入
っ
て
く
る

と
期
待
さ
れ
る
▼
一
方
で
行
政

機
関
の
一
存
で
情
報
が
秘
密
に

さ
れ
る
と
、
国
民
の
「
知
る
権

利
」
が
制
約
さ
れ
る
可
能
性
が

高
く
な
る
。
秘
密
が
必
要
以
上

に
拡
大
さ
れ
れ
ば
、
民
主
主
義

の
存
続
・
発
展
の
脅
威
と
な
り

か
ね
な
い
こ
と
か
ら
、
行
政
機

関
を
民
主
的
に
統
制
す
る
こ
と

が
必
要
と
な
る
▼
ま
ず
は
秘
密

を
守
る
と
い
う
こ
と
、
そ
の
上

で
国
民
の
「
知
る
権
利
」
が
侵

害
さ
れ
な
い
法
律
運
用
が
、
政

府
に
は
求
め
ら
れ
る
。

自
民
党
と
の
朝
食
会

■
衆
議
院
議
員
■

山
田
　
美
樹

（
東
京
１
）

辻
　
　
清
人

（
東
京
２
）

石
原
　
宏
高

（
東
京
３
）

平
　
　
将
明

（
東
京
４
）

若
宮
　
健
嗣

（
東
京
５
）

越
智
　
隆
雄

（
東
京
６
）

石
原
　
伸
晃

（
東
京
８
）

菅
原
　
一
秀

（
東
京
９
）

下
村
　
博
文

（
東
京
�
）

鴨
下
　
一
郎

（
東
京
�
）

秋
元
　
　
司

（
比
東
京
�
）

大
西
　
英
男

（
東
京
�
）

平
沢
　
勝
栄

（
東
京
�
）

土
屋
　
正
忠

（
東
京
�
）

松
本
　
洋
平

（
東
京
�
）

木
原
　
誠
二

（
東
京
�
）

小
田
原
　
潔

（
比
東
京
�
）

伊
藤
　
達
也

（
東
京
�
）

小
倉
　
將
信

（
東
京
�
）

萩
生
田
光
一

（
東
京
�
）

井
上
　
信
治

（
東
京
�
）

田
畑
　
　
毅

（
比
東
京
）

■
参
議
院
議
員
■

中
川
　
雅
治

（
東
京
都
）

丸
川
　
珠
代

（
東
京
都
）

佐
藤
ゆ
か
り

（
全
国
比
例
）

山
東
　
昭
子

（
全
国
比
例
）

民
主
党
と
の
朝
食
会

■
衆
議
院
議
員
■

海
江
田
万
里

（
比
東
京
１
）

松
原
　
　
仁

（
比
東
京
３
）

菅
　
　
直
人

（
比
東
京
�
）

長
島
　
昭
久

（
東
京
�
）

小
川
　
敏
夫

（
東
京
都
）

蓮
　
　
　
舫

（
東
京
都
）

前
田
　
武
志

（
全
国
比
例
）

鷲
尾
英
一
郎

（
比
新
潟
２
）

階
　
　
　
猛

（
岩
手
１
）

■
参
議
院
議
員
■

尾
立
　
源
幸

（
大
阪
）

白
　
　
眞
勲

（
全
国
比
例
）

■
非
現
職
■

中
山
　
義
活

（
東
京
２
区
）

藤
田
　
憲
彦

（
東
京
４
区
）

末
松
　
義
規

（
東
京
�
区
）

山
花
　
郁
夫

（
東
京
�
区
）

櫛
渕
　
万
里

（
東
京
�
区
）

阿
久
津
幸
彦

（
東
京
�
区
）

円
　
よ
り
子

（
全
国
比
例
）

　
税
理
士
法
改
正
の
概
要
が
�

月
�
日
、
与
党
の
平
成
�
年
度

税
制
改
正
大
綱
の
中
で
明
ら
か

に
な
っ
た
。

　
わ
が
業
界
は
、
平
成
�
年
の

税
理
士
法
改
正
に
向
け
て
�
項

目
を
掲
げ
、
運
動
を
進
め
て
き

た
。
こ
の
改
正
項
目
に
対
し
研

修
受
講
の
義
務
化
と
経
済
的
弱

者
に
対
す
る
税
務
支
援
へ
の
従

事
義
務
化
に
つ
い
て
は
会
則
で

手
当
て
す
る
こ
と
と
し
、
通
知

弁
護
士
の
公
示
に
つ
い
て
は
改

正
を
見
送
る
こ
と
と
し
た
。

　
公
認
会
計
士
の
自
動
資
格
付

与
に
つ
い
て
は
、
税
法
に
属
す

る
科
目
の
合
格
者
と
同
等
の
学

識
を
習
得
す
る
こ
と
が
で
き
る

研
修
を
受
け
た
者
と
す
る
こ
と

で
決
着
し
た
。
　
現
下
の
状
況

か
ら
、
調
査
の
事
前
通
知
の
規

定
の
整
備
、
懲
戒
処
分
の
適
正

化
及
び
懲
戒
処
分
と
な
っ
た
公

務
員
に
対
す
る
登
録
拒
否
事
由

の
見
直
し
の
３
項
目
が
追
加
と

な
っ
た
。

　
大
綱
で
は
、
行
政
不
服
審
査

法
の
見
直
し
に
伴
い
不
服
申
し

立
て
制
度
の
見
直
し
を
行
う
こ

と
と
し
た
。
（
税
理
士
法
改
正

に
関
連
す
る
資
料
等
は
４
、
６

面
）

　
　
　
　
　

◇

　
政
府
は
、
�
月
�
日
の
閣
議

で
平
成
�
年
度
税
制
改
正
大
綱

を
決
定
し
た
。
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